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要 旨 
 
本論文は、人口 100 万人未満の地方都市や大都市周辺における地域に焦点を当て、人口

減少や自家用車が普及した今日、地域公共交通に対してどのような制度や政策が必要なの
かを検討する。そうした問いに答えるために、本論文では、2000 年前後からの現在までの
日欧の制度や政策を比較し、さらに、地域公共交通の価値や政策効果について実証分析を行
うことで、政策の方向性を提示しようというものである。 
まず、第 1 章で本論文の問題意識を述べた後、第 2 章と第 3 章で、法律や各種公的な報

告書、先行研究を踏まえ、2000 年以降の日本の地域公共交通政策を検討する。そこでは、
政府、地方自治体が、従前に比べ、交通と都市計画を一体化させる形で積極的に関与し、新
たな制度作りを模索していることを確認する。次に、第 4章と第 5章では、ドイツ、イギリ
ス、フランス、EUの政策を概観したうえで、欧州では、持続可能な社会に向けて、地域公
共交通の「統合的政策（integrated policy）」を推進してきたことを、「統合」という概念や
その効果も議論しながら、検討を進める。第 6章ではオーストリアに焦点を当てて、地域公
共交通政策の制度と財政支援構造について、各種予算書と法律、現地聞き取り調査を基に、
2010 年頃からの変化を分析する。オーストリアに関しては、国内外とも研究事例は少ない
が、地域公共交通の再生と整備の手法について、日本の参考になることも期待される。 
第７章では、実証分析にあたっての問題意識の一つである費用便益分析について、その意

義と限界を確認したうえで、第８章から第 10 章にかけて、伝統的な便益計算に含まれない
幅広い便益について実証分析を行う。まず、第 8章では、鉄道の「レールボーナス」といわ
れる固有の価値について、日本とオーストリアの 7 地域の鉄道沿線で仮想的市場評価法を
用いた調査を行い、鉄道がバスに比べて、オプション価値や非利用価値を含む一定の割増価
値があることを解明する。第 9 章では、公共交通とソーシャル・キャピタルとの関係を整理
したうえで、マクロデータを用いて両者に相関関係があることを示す。第 10 章では、日本
とオーストリアの４つの地域公共交通沿線でアンケート調査を行い、地域公共交通のサー
ビス改善や新規サービスが、沿線住民の行動変化、さらには他人との関係の変化をもたらし
ていることを確認する。これらによって、地域公共交通がソーシャル・キャピタルの醸成に
寄与していることが示唆される。さらに、第 11 章では、地域公共交通の需要について、日
本、ドイツ、フランスを対象に需要関数の分析を行い、地域公共交通の利用者を増加させる
ためには、個々の交通モード単位での運賃政策やサービスだけではなく、自家用車との関係、
鉄道との関係など、全体を統合した政策が必要であることを明らかにする。 
第 12 章は、上記分析を踏まえ、日本の地域公共交通政策の課題として、独立採算制原則

の再検討、予算配分の見直し、統合という視点の導入が必要であることを議論し、本論文を
総括する。 


